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は じ め に
前稿では『61－63年草稿』を対象として資本蓄積
論の形成過程を追跡し，プロセス・イノベーション
に著しく傾斜した剰余価値論の出現が，資本蓄積論
の形成にどのような影響を与えたかを考察した。そ
こで得られた結論は，剰余価値論と資本蓄積論は表
裏一体の関係にあるので，前者がプロセス・イノベー
ションに傾斜する形で形成されるならば，後者もま
たプロセス・イノベーションに傾斜することになる，
ということであった。
ところで，『経済学批判要綱』には，資本の文明化
作用論に代表されるように，プロセス・イノベーショ
ンのみならずプロダクト・イノベーションに関する
比較的まとまった叙述も存在した。では，『61－63年
草稿』にはプロダクト・イノベーションに関する叙
述が存在するのであろうか。存在するとすれば，そ
れは理論的にどのような役割を担い，また経済学批
判体系においてどのような位置付を与えられている
のであろうか。これらの諸問題を考察することが本
稿の課題である。
Ⅰ 生産の多様化とイノベーション
これまでは，専らプロセス・イノベーションに着
目してきたが，他方で『61－63年草稿』には，新し
い使用価値や新商品の創造，さらには新生産部門の
形成に関する叙述も数多く存在するので，ここでは，
それらのうちの主なものを取り上げて，背後にある
技術認識を検討することにしたい。
① 分業の深化と新商品の創造による商品種類の
多様化
先ず，ノートXV「５剰余価値に関する諸学説」で
は，「商品としての生産物の生産」が「資本主義的生
産と共に異常に拡大する」（［７］361頁）のは何故か
を問題にし，その理由として次の５項目を挙げてい
る。
⑴資本主義的生産以前は「生産物のうち自家需要
を超える余剰だけが商品になる」（同上）のに対
して，資本主義的生産では，そのような「自家
需要」から解放されて「大量生産」（同上）が行
なわれる。
⑵欲望の多様化にしたがって生産物の種類が増大
する。
⑶自給自足生活者の大部分が賃労働者に転化す
る。
⑷土地が産業的に利用されて現物地代が貨幣地代
に転化する。
⑸不動産（土地，住居，鉄道）が商品となって動
産化する。
要するに，資本主義的生産が発展するにしたがっ
て，「自家需要」という制約から解放されて「大量生
産」が行なわれるばかりでなく，商品の種類そのも
のが多様化し，さらに商品・貨幣関係があらゆる部
面に浸透するために，商品生産が「異常に拡大する」
というのである。
このうち，本稿の課題との関連でとりわけ重要な
のは第２項目である。そこでは「欲望の多様性の増
進に反比例する生産物の質的一面性」（同上）と述べ
ているが，これは，資本主義的生産が発展するにつ
れて欲望が多様化するにもかかわらず生産物の種類
が限られていれば両者の間に齟齬が生じるので，生
産物の種類も増大しなければならない，という意味
であろう。そして生産物の種類が増大するルートに
は次の二つがあるという。
１．「一つの同じ生産物の種々の段階が，同様にま
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たそのための中間の諸作業（つまり諸成分など
に関連する諸作業）が，互いに独立な種々の作
業部門に分かれる。あるいはまた，種々の段階
における同じ生産物が違った種類の商品にな
る。」（同上）
２．「新たな生産諸部門の創造と商品種類の多様
化」（同上）あるいは「新たな諸生産物または新
たな諸使用価値が諸商品として創造されるとい
うことである。」（［７］362頁）
前者は，分業の深化により，一連の生産工程の各
部分工程が分離独立して，中間生産物がそれぞれ独
立した商品として取り引きされるようになることで
ある。この場合は，商品の種類が増加するといって
も，もともと各部分工程において中間生産物として
存在していたものが商品として取り扱われるにすぎ
ないのでプロダクト・イノベーションとはいえない
であろう。むしろ，分業の深化によって生産性が上
昇するので，これはプロセス・イノベーションとい
うべきである。
一方，後者は，「新たな欲望」（［７］361頁）を充
足すべく，「同じ使用価値の新たな用途や，新たな素
材や，古い素材を異なる方法で捉えるための新たな
処置法」（［７］362頁）が発見されることによって「新
たな諸使用価値」，「新たな生産諸部門」が「創造」
されることであり，その結果としての「商品種類の
多様化」（以上，前掲）である。たとえばマルクスは，
「産業への蒸気の応用」に伴って「より速くてより広
範囲な交通機関の必要」が生じ，それを満たすため
に蒸気機関が蒸気機関車へと応用され，さらに鉄道
が形成されたことを示唆している。この場合，蒸気
機関の蒸気機関車への応用は，「同じ使用価値の新た
な用途」（以上［７］361頁）の発見による新たな使
用価値の創造に当るので，プロダクト・イノベーショ
ンとみなすことができよう。
このように，ここでは分業の深化による商品種類
の多様化と，新たな使用価値の創造による商品種類
の多様化を明確に区別しており，特に後者にはプロ
ダクト・イノベーションの意味が込められていると
いってよい。
② 資本によるあらゆる生産部門の征服
次に，ノートXXI「３相対的剰余価値」では，資
本主義的生産様式が発展するに連れて，資本によっ
てあらゆる生産部門が次第に征服されていく様子が
次のように描写されている。
「資本主義的生産様式が（すなわち資本のもとへ
の労働の実質的包摂が）農業をわがものにし，鉱
業，主要織物製造業を，また運輸業，蒸気機関を
わがものにすると，資本主義的生産様式は，ただ
形態的に資本主義的経営に服しているにすぎない
か，あるいはまだ独立手工業者によって営まれて
いるような他の諸部面をも，資本が発展していく
のと同じ度合で，次第に征服していく。これは資
本の傾向である。すでに機械の考察のさいに述べ
たが，ある部門での機械装置の導入は，他の部門
での―?同時に同一部門の別の諸業種での―?導
入を伴っている。たとえば，機械紡績は機械織布
をもたらし，綿工業における機械紡績は羊毛，亜
麻，絹などにおける機械紡績をもたらした。炭鉱，
木綿工場などにおける機械装置の充用の積み重ね
が，機械製造そのものにおける大規模な生産様式
の導入を必要にした。他方，この大規模な生産様
式によって必要となった交通手段の増大を別とし
ても，ただ機械製造そのものにおける機械装置の
―?特に巨大な原動機などの―?導入だけが，汽
船，蒸気機関車，および鉄道の導入を可能にした
（特に造船業全体を変革した）のである。大工業の
導入は，まだそれに服していない諸部門に，手工
業あるいは形態的な資本主義小経営が大工業に転
化するために必要とされるような人間の大群を投
げ込むか，あるいはそれらの部門のなかにそのよ
うな相対的過剰人口をつくりだす。大工業はここ
でもまた，さまざまな段階を通過していくのであ
り，しかも同時に，たえず資本を遊離するのであ
る。こうしたことの全てが，本来は，ここで論じ
るべきことではない。そうではあるが，ここで手
短かに示唆したように，こうしたことが，大工業
が広がっていくということなのであり，大工業の
もとにあらゆる生産部面が徐々に征服されていく
ということなのである。」（［９］395頁）
資本は先ず主要産業部門を実質的に包摂して機械
制大工業を確立してしまうと，次に，単に形態的に
しか包摂していない部門を実質的に包摂するか，あ
るいは独立手工業者が営んでいる部門を支配するこ
とによって機械制大工業を普及せしめる。例えば，
前者についていえば，同じ綿工業内部において機械
紡績が機械織布をもたらす場合や，綿工業における
機械紡績の発展が羊毛や亜麻や絹工業においても機
械紡績をもたらす場合がそれに当たる。このように
機械が重層的に採用されるようになると，機械製造
業そのものにおいても大規模な生産方法が求められ
るようになり，そのためには高出力の原動機の導入
が不可欠となる。こうして機械製造業においても蒸
気機関が導入されるようになると，やがて，それは
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蒸気船や蒸気機関車へと応用され，そのことが新た
に造船業や鉄道業の形成を促すことになる，という
のである。
この一連の過程を技術認識の視点から見ると次の
ようになる。主要生産部門の実質的包摂も，形態的
包摂部門の実質的包摂化も，あるいは独立手工業者
の営む部門の支配も，もともと資本主義が始まる以
前から存在している生産部門を資本が包摂するにす
ぎないので，新たに創造された生産部門とはいえず，
技術認識の視点から見るならば，これらはプロセ
ス・イノベーションである。一方，蒸気機関の応用
によって，蒸気船や蒸気機関車が発明される場合も，
単に手漕ぎの船や馬車のスピードが上昇するにすぎ
ないと見るならばプロセス・イノベーションである
が，シュンペーターが「馬車をいくら繫いでも鉄道
にはならない」と述べているように，そこに新結合
の典型を見るならば，それはむしろプロダクト・イ
ノベーションとみなすべきであろう。
最後にマルクスは，資本主義的生産様式の発展に
伴って「大工業のもとにあらゆる生産部面が徐々に
征服されていく」ことが「資本の傾向」であると述
べているが，以上の考察から，これは，大工業が単
に既存の生産諸部門を征服するだけでなく，新たな
使用価値，新商品，新生産部門を創造しながら，新
旧のあらゆる生産部門に機械制大工業が徐々に浸透
していくという意味をも含んでいることは明らかで
あろう。換言すれば，ここにもプロセス・イノベー
ションのみならずプロダクト・イノベーションの技
術認識が含まれているのである。
③ 剰余価値の投資先と生産部門の多様化
すでに見たように，絶対的にせよ相対的にせよ，
剰余価値の生産を増やすには必要最小資本量が増大
しなければならず，それは剰余価値の資本への再転
化によって供給される。だが実際には，剰余価値は
追加資本として様々な生産部門に投資されること
を，ノートXXII「４剰余価値の資本への再転化」に
おいて次のように明らかにしている。
「⑴資本主義的生産様式は，これまで資本主義的
生産に支配されていなかった生産諸部面に広げら
れていく。すなわち資本はますます生産諸部面の
総体を自分のものにしていく。
⑵資本は新たな生産諸部面を形成する。すなわ
ち，新たなもろもろの使用価値を生産して，新た
な労働諸部門に仕事を与える。
⑶追加資本が同じ生産部面で，同じ資本家に
よって―?一部は，資本の形態的包摂を実質的包
摂に転化させるために，一部は，生産の規模を拡
張して，独自に資本主義的な生産様式を発展させ
るために，つまり，より大きな資本，労働諸条件
のより大きな結合，分業，等々をもって仕事を行
うために―?充用されるかぎりでは，この蓄積は
集積として表われる。というのは，一つの資本が
より多くの労働者とより多くの生産手段とを指揮
し，より大きな量の社会的富が一人の手中に結合
されたものとして現われるからである。」（［９］513
頁）
ここでは，剰余価値が資本として再投下される際
に具体的にどのような生産部門に投下されるかを分
類することによって，資本蓄積に伴って資本主義的
生産様式がどのように拡張していくかを考察してい
る。
先ず⑴は，これまで資本主義的生産様式によって
支配されていなかった生産部門を新たに支配するの
であるから，これによって資本主義的な生産部門の
数は増加するが，資本主義以前から存在する生産部
門を資本が包摂するにすぎないのでプロダクト・イ
ノベーションを伴う訳ではない。この場合，単なる
形態的包摂の段階に留まるならば生産力は上昇しな
いが，実質的包摂にまで発展するならば生産力が上
昇するのでプロセス・イノベーションを伴うことに
なる。
これに対して⑵は，⑴と⑶から明確に区別されて
いる点からも明らかなように，資本主義的生産の内
部で新たな使用価値を創造し，その結果新たな生産
部門が形成されるという意味である。したがって，
この背後にある技術認識はプロダクト・イノベー
ションであるといえよう。
続く⑶は，資本主義的生産内部の同一生産部門に
おける追加投資であり，それはさらに，形態的に包
摂されている生産部門の実質的包摂化と，既に実質
的に包摂されている生産部門における，独自に資本
主義的な生産様式のさらなる発展に分けられてい
る。これらを技術認識の視点から見るならば，前者
は「協業・分業・機械」の導入による生産力の上昇
であり，後者はそれをさらに発展させることなので，
いずれもプロセス・イノベーションである。
投資先に関する生産部門の同様の分類は，同じ
ノートXXIIの別の箇所にも存在する。
「……というのは，資本主義的生産様式は，一部
は，この生産様式にまだ従属していなかった新た
な労働諸部門に拡がっていく……のだからであ
り，［一部は］最初から資本主義的に搾取される新
たな労働諸部門を創り出すのだからであり，最後
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に，以前の生産様式での資本投下を拡張し，生産
の規模を拡大することによって，以前の生産様式
を発展させ拡大するのだからである。」（［９］538
頁）
ここでは，剰余価値が資本として投資される生産
部門が，⑴資本主義的生産様式に未だ従属していな
い生産部門，⑵資本主義内部に新たに創造される生
産部門，⑶資本主義内部の既存の生産部門の３つに
分類されており，これは上述の分類と一致している。
したがって，これらを技術認識の視点から捉え返す
ならば，同様に⑴はプロセス・イノベーション，⑵
はプロダクト・イノベーション，そして⑶はプロセ
ス・イノベーションを伴うことになる。
ここで，これまで見てきた４つの引用文を整理し
ておこう。
マルクスは先ず，資本の投資先としての生産部門
を，資本主義的生産様式の外側と内側の二つに大き
く分け，さらに後者を，既存の同一生産部門への追
加投資と新たな生産部門を創造する開拓投資に分け
ている。この分類を基に，それぞれの投資によって
商品種類または生産部門が増加するか否か，また背
後にある技術認識はどのようなものかについて整理
し要約すると次のようになる。
第１に，資本主義的生産様式の外側への開拓投資
は，資本主義的生産によって未だ包摂されていない
生産部門の包摂であり，その結果，資本主義的に生
産される生産部門は増えるが，それは資本主義以前
から存在している生産部門にすぎない。この場合，
形態的包摂から実質的包摂に進めばプロセス・イノ
ベーションを伴うことになる。
第２に，資本主義的生産内部における既存の生産
部門への追加投資は，同一生産部門への追加投資な
ので，生産部門は増加しないといえよう。だが，同
一生産部門への追加投資であっても，分業の深化に
よって一連の生産工程が分離独立するならば，商品
種類または生産部門は増加する。とはいえ，これら
は，元々存在する中間生産物が商品となり，また各
生産工程が生産力の上昇を伴いつつ独立した生産部
門となるにすぎないので，これらの背後にある技術
認識はプロセス・イノベーションである。
第３に，資本主義的生産内部において，これまで
存在しない全く新たな使用価値，新商品を創造する
ことによって新生産部門が生み出されるならば，商
品種類および生産部門は増加する。これが資本主義
的生産内部における新生産部門への開拓投資であ
り，この場合はプロダクト・イノベーションを伴う。
このように，プロセス・イノベーションによって
もプロダクト・イノベーションによっても商品種類
および生産部門は多様化するのであるが，ここで注
目すべきは，単に既存の生産物や中間生産物が商品
形態をとることによって商品種類や生産部門が多様
化するばかりでなく，「欲望の多様化」を満たすべく，
これまで存在しなかった新たな使用価値，新商品を
創造することによって商品種類および生産部門が多
様化するという認識が明確に示されていることであ
る。この点は，上記の引用文全てにおいてマルクス
の強調するところであった。再度確認しておこう。
「新たな生産諸部門の創造と商品種類の多様化」
「新たなもろもろの使用価値を生産」
「汽船，蒸気機関車，および鉄道の導入」
「最初から資本主義的に搾取される新たな労働諸
部門を創り出す」
これらの文言は，いずれも，資本主義的生産の外
側にも内側にも存在しない，全く新しい使用価値の
創造による商品種類の多様化について言及したもの
に他ならない。しかも，これらの背後にある技術認
識がプロダクト・イノベーションであるとすれば，
『61－63年草稿』においてはプロダクト・イノベー
ションが生産の多様化を担う技術革新として明確に
位置付けられているといえよう。
これまで『61－63年草稿』については，剰余価値
論と資本蓄積論の成立過程を考察し，そこでは専ら
プロセス・イノベーションのみが強調されているこ
とを明らかにしてきた。だが，以上のように，他方
でマルクスは，プロダクト・イノベーションに基づ
いて新たな使用価値または新商品が開発され，その
結果，生産部門が多様化することにも重大な関心を
抱いているのである。このことは，『61－63年草稿』
の当該箇所では，資本主義は単に量的に価値増殖す
るだけでなく，使用価値の種類を増やしつつ価値増
殖する生産様式であることをマルクス自身が強く認
識していることを意味しているといえよう。
Ⅱ 「諸資本の集中」と〝革命のシナリオ"
次に，一旦，生産の多様化とイノベーションの考
察から離れて，一見するとイノベーションとは何ら
関係が無いように思われる，「諸資本の集中」と〝革
命のシナリオ"の関係について考察することにした
い。
① ?源蓄―?蓄積―?集中>構想
⑴ 「諸資本の集中」
『資本論』（現行版）によれば，「諸資本の集中」と
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は「すでに形成されている諸資本の集積であり，そ
れらの個別的独立の解消であり，資本家による資本
家からの収奪であり，少数のより大きな資本への多
数のより小さい資本の転化である」。したがって，「諸
資本の集中」と「諸資本の集積」は同じ意味で使用
されているといってよい。一方，単なる「集積」は，
剰余価値の資本への再転化の繰り返しによって個別
資本の絶対量が漸次的に増加することであり，これ
は個別資本による「蓄積と同じ」ことである，とい
う（以上，［13］③210頁）。
では，『61－63年草稿』では，「諸資本の集中」ま
たは「諸資本の集積」の概念規定はどの程度確立し
ているのであろうか。
先ずノートXVI「資本と利潤」の「７．利潤率の
低下に関する一般的法則」には次のような叙述が見
られる。
「一般的利潤率の低下傾向は，資本の生産力の発
展に，すなわち対象化された労働が生きている労
働と交換される割合の上昇に，等しい。
生産力の発展は二重に現われる。［第１に，］す
でに生産されている生産諸力の大きさに，新たな
生産が行われるための生産諸条件の価値の大きさ
と量の大きさとに，すなわち，すでに蓄積されて
いる生産資本の絶対量に，現われる。第２に，労
賃に投ぜられる資本が総資本に比べて相対的に小
さいということに，すなわち，より大きな資本の
再生産と搾取とに―?大量生産に―?必要な生き
ている労働が相対的に小さいということに，現わ
れる。
こうしたことは同時に大量の資本の少数の地点
への集積を前提する。同じ資本であっても，それ
が一人の手に統合されて1000人の労働者を就業
させる場合には，大きいが，それが500人の手に
分散されてそれぞれ２人の労働者を就業させる場
合には，小さい。」（［８］150頁）
ここでいう「大量の資本の少数の地点への集積」
とは，同じ大きさの資本であっても，それが「500人
の手に分散され」る場合は１人当りの資本は小さい
が，「１人の手に統合され」る場合は１人当りの資本
は大きくなるという簡単な数値例から明らかなよう
に，社会全体の資本の絶対量が不変なままで，その
配分の割合だけを変えることによって生じる，後の
『資本論』のいわゆる「諸資本の集中」に当るもので
ある。しかも，「一般的利潤率の低下傾向」と同義と
捉えられている生産力の発展は，⑴資本の絶対量の
増加と，⑵資本構成の高度化のうちに現われ，こら
れは「同時に大量の資本の少数の地点への集積を前
提する」というのであるから，この文脈を逆に辿る
ならば，「大量の資本の少数の地点への集積」すなわ
ち「諸資本の集中」は，「少数の地点」における資本
の絶対量の増加と資本構成の高度化を促進し，また
それらを媒介することによって生産力の発展に寄与
するとともに，「一般的利潤率の低下」を加速するこ
とを示しているといえよう。
同じノートXVIの別の箇所には，「諸資本の集
中」＝「諸資本の集積」のより鮮明な概念規定が次の
ように記されている。
「……諸資本の集積，諸資本の数の減少は，個々
の資本家の手中にある諸資本の増大から，要する
に諸資本の，社会的資本の，新たな配分から成っ
ている。」（［８］208頁）
ここでは，「社会的資本」の「新たな配分」，した
がってまた「諸資本の数の減少」によって生じる
「個々の資本家の手中にある諸資本の増大」を「諸資
本の集積」と呼んでいるのであるから，これは後の
「諸資本の集中」を指していることは明白である。
一方，ノートXVIII「５）剰余価値に関する諸学
説」の「o）リチャド・ジョウンズ」には次のような
叙述が存在している。
「利潤率の低下の法則が経済学者たちに起させ
る恐怖の念は別として，この法則の最も重要な帰
結は，この法則は諸資本の集積の不断の進展を前
提し，したがってまた小資本家たちからの資本剥
奪の不断の進展を前提する，ということである。
これは一般に資本主義的生産のすべての諸法則の
結果である。そして，もしわれわれがこの事実か
ら資本主義的生産の基礎の上でそれを特徴づけて
いる対立的な性格を取り去ってしまうならば，
いったい何をこの事実は，この集中の進展は，表
わしているだろうか。それは次のこと以外の何物
でもない。すなわち，生産がその個人的性格を失っ
て社会的過程になるということ，しかも，交換の
行なわれる全ての場合に，生産は，生産者たちの
相互間の絶対的依存性と，彼等の労働を抽象的社
会的労働（貨幣）として表示する必要とによって，
社会的である，という形式的な意味においてでは
なく，実質的に社会的過程になるということがそ
れである。生産手段が共同的生産手段として，し
たがってまた個々人の所有によってではなく，生
産に対するその関係によって―?社会的生産手段
として―?充用されるとき，労働もまた社会的規
模で行なわれるのである。」（［８］579頁）
先ず，引用文の前半部分に着目すると，「諸資本の
集積の不断の進展」と「小資本家たちからの資本剥
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奪の不断の進展」を同義の語句とみなしており，さ
らに引用文の中ほどで，それを「この集中の進展」
と言い換えているので，ここでいう「諸資本の集
積」＝「集中」もまた後の「諸資本の集中」を意味し
ていることは明らかである。さらに，「利潤率の低下
の法則」とは「一般的利潤率低下の法則」のことで
あるので，「一般的利潤率低下の法則」は「諸資本の
集積」＝「集中」を前提すること，換言すれば，「諸資
本の集積」＝「集中」によって一般的利潤率の低下が
促進されるということがここでも再確認されている
といえよう。
一方，後半部分では，「生産がその個人的性格を
失って社会的過程になる」あるいは「実質的に社会
的過程になる」，と同時に「労働もまた社会的規模で
行なわれる」と指摘しているように，「諸資本の集
積」＝「集中」が生産および労働の社会化を促進する
ことが強調されているといってよい。
以上，３つの引用文の分析から，『61－63年草稿』
においては，「諸資本の集中」という用語こそ未だ見
当たらないものの，「諸資本の集積」または「集中」
という用語は出現していること，そしてそれらの用
語において，後の「諸資本の集中」の概念規定がほ
ぼ与えられていること，さらにマルクスは，この「諸
資本の集積」＝「集中」によって，生産力の上昇，資
本構成の高度化，生産の社会化，一般的利潤率の低
下が促進されると考えていることが明らかとなっ
た。このうち，生産力の上昇，資本構成の高度化，
生産の社会化は，いずれも「α）剰余価値の資本への
再転化」において資本蓄積に伴って生じる諸傾向と
して分析されていたことは，既に前稿で見た通りで
ある。とすれば，「諸資本の集積」＝「集中」は「剰余
価値の資本への再転化」がもたらす諸傾向を一層促
進する役割を担うものとして位置付けられているこ
とになるであろう。
⑵ 本源的蓄積
次に，本源的蓄積論を見てみよう。
『61－63年草稿』では，源蓄論に関する叙述も随所
に現われるが，最もまとまった形で展開されている
のは，最終ノートXXIIIの，「α）剰余価値の資本へ
の再転化」の後に続く「β）いわゆる本源的蓄積」に
おいてである。そこでは，次の５項目に分けて源蓄
論が整理要約されている。
第１に，一方には生産手段ばかりでなく生活手段
をも奪われた労働力が存在しなければならないこ
と，第２に，他方には生産手段と生活手段を提供で
きる価値が存在しなければならないこと，第３に，
両者を媒介するのは支配・従属関係ではなく，「自由
な交換」すなわち「貨幣流通」であること，第４に，
資本は価値の自己増殖を究極の目的とすること，そ
して第５に，本源的蓄積によって解体される対象は
「奴隷制」，「農奴制」，「直接的生産者」，「共同体組織」
（以上［９］599～600頁）であること，以上である。
見られるように，ここでは，労働力と生産手段の
歴史的な分離過程であるという本源的蓄積論の最も
基本的な骨子が出来上がっているといえよう。この
ことは，『61－63年草稿』において，上記の意味での
源蓄の骨子が確立していることを意味するが，この
部分が『要綱』（［２］105～106頁）からの若干の変
更を伴った抜粋であることを勘案すれば，『要綱』に
おいてすでに確立していたことになるであろう。
「β）いわゆる本源的蓄積」ではさらに，ひとたび
生産手段と労働力の分離が前提されるならば，「生産
過程はこの分離を，ひたすら再生産し，新たに生産
すること，そしてますます大きな規模で再生産する
ことができる」（［９］596頁）という。なぜならば，
すでに前稿で見たように，生産力の上昇に伴って増
加する必要最小資本は，剰余価値の資本への再転化
すなわち「資本の蓄積」によって供給され，再転化
の際に剰余価値は不変資本と可変資本とに分割され
るからである。したがって，剰余生産物の一部分は
常に労働の客体的諸条件として労働者に相対するこ
とになり，この関係が継続するならば，労働者と生
産手段の「分離の維持と再生産は，ついに歴史的な
転倒が生じるまで，発展する」（［７］337頁）ことに
なるであろう。こうして源蓄と蓄積との関連が明ら
かとなる。
ところで，すでに見たように，他方で蓄積は「諸
資本の集中」と連続的な関係にあった。とすれば，
蓄積を媒介として源蓄と「諸資本の集中」が結び付
き，?源蓄―?蓄積―?集中>という構想が浮き彫り
になってくるであろう??。この構想を貫いている要
因として先ず挙げることができるのは，今指摘した
生産手段と労働力の分離の維持・再生産である。「諸
資本の集中」がどのようにして両者を分離し再生産
するのかについては，本草稿において必ずしも十分
な説明がなされているとはいえないが，「小資本家た
ちの場合にはより多くまだ自己労働が行なわれてい
１)次の一文はこの構想の存在を如実に示している。「この
分離は資本および本源的蓄積の概念を形成し，次いで
資本の蓄積における不断の過程として現われ，ここで
最後に既存の諸資本の少数の手への集中および多数の
者の資本剥奪として現われるのである。」（［７］397頁)
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る」ので，「大資本家による小資本家の併呑」は「た
だ形態を変えただけの労働からの労働諸条件の分離
である」（［７］397頁）というのがマルクスの見解で
ある。さらに，「諸資本の集中」は資本蓄積に伴って
生じる諸傾向を一層促進する役割を担っているとす
れば，その諸傾向の出発点は源蓄まで遡ることがで
きよう。というのは，源蓄も元を辿れば，それまで
制限されていた生産力の上昇を解放するために行な
われるものだからである。したがって，ここで浮き
彫りになった?源蓄―?蓄積―?集中>構想を貫い
ている要因としては，生産手段と労働力の分離の維
持・再生産の他に，生産の社会化，生産力の上昇，
資本構成の高度化，それに一般的利潤率の低下を挙
げることができる。
② 労働力と生産手段の?本源的統一―?分離
―?再統一>構想
ところで，『61－63年草稿』には，次に見るように，
この?源蓄―?蓄積―?集中>構想を包摂するよう
な，さらに大きな構想が示されている。
「労働者と労働諸条件との本源的統一には｛労働
者自身が客体的な労働諸条件に属している奴隷関
係を別にすれば｝二つの主要形態がある。すなわ
ち，アジア的共同体（自然発生的共産主義）と，
あれこれの形態での小さな家族農業（それには家
庭工業が結び付いている）とがそれである。この
両形態は小児形態であって，両方とも，労働を社
会的労働として発展させ社会的労働の生産力を発
展させるには適していない。それだからこそ，労
働と所有（これは生産諸条件の所有を意味する）
との分離，切断，対立の必然性があるのである。
この切断の極端な形態，といってもそれによって
同時に社会的労働の生産力が最も強力に発展させ
られる形態は，資本の形態である。資本が創造す
る物質的な基礎の上で，そしてこの創造の過程の
うちで労働者階級および全社会が経験する諸革命
によって，はじめて本源的統一は再び回復されう
るのである。」（［８］531頁）
要するにこうである。労働者と労働諸条件が本源
的に統一している状態は「労働を社会的労働として
発展させ社会的労働の生産力を発展させるには適し
ていない」ので両者を「分離，切断」しなければな
らない。これは本源的蓄積過程である。その結果生
じた資本主義的生産様式において「社会的労働の生
産力が最も強力に発展させられ」，さらにそれらの
「資本が創造する物質的な基礎の上で」労働者階級が
経験する「諸革命」によって，労働者と労働諸条件
の「本源的統一が再び回復されうる」というのであ
る。したがって，ここでは労働者と労働諸条件の?本
源的統一―?分離―?再統一>という構想が示され
ているといってよい。
このような構想は，ノートXXIの所有論に関する
叙述からも読み取ることができる。そこでは，「小農
民」や「手工業」者に見られるような「個々の労働
者が個々人として生産諸条件を所有している状態」
から始まり，次に「所有と労働との分離」を媒介に
して，「資本家……がこの社会的大量の生産手段の所
有者」となる「資本主義的な所有」（同上）の段階へ
と至り，最後に生産諸条件に対する労働者たちの「社
会的所有」の段階へ到達するというように，労働者
と生産諸条件の結合，分離，再結合を３段階に分け
て考察している（以上［９］389～390頁）。これは先
にみた生産諸条件と労働者との?本源的統一―?分
離―?再統一>構想を所有論の視点から再論したも
のに他ならない??。このような対応関係は，マルクス
がこの草稿において，労働者と生産手段の?本源的
統一―?分離―?再統一>という壮大な構想を抱い
ていたことを示しているといえよう。
③ 「諸資本の集中」と〝革命のシナリオ"
ところで，先に見た?源蓄―?蓄積―?集中>構
想を貫く諸要因の一つが，労働力と生産手段の分離
の維持・再生産であった。とすれば，?本源的統一―?
分離―?再統一>構想における「分離」をさらに詳
細に展開したものが?源蓄―?蓄積―?集中>であ
り，したがって，両者を結び付けると，労働者と労
働諸条件の?本源的統一―?分離（源蓄―?蓄積―?
集中)―?再統一>という構想に発展していくことに
なる。
ここで特に注目すべきは，「蓄積―?集中)―?再
統一」というように，「蓄積」と「集中」とりわけ後
者が「再統一」の直前に位置していることである。
この意味は次のように考えられよう。
すでに見たように，「諸資本の集中」は，蓄積に伴っ
て生じる生産力の上昇と生産の社会化を一層押し進
める役割を担っていると考えられていた。この点は，
２)但し，本源的蓄積の対象としては「独立生産者」だけで
なく「共同体組織」が，また，本源的統一の箇所では「あ
れこれの形態での家族農業」と並んで「アジア的共同体
（自然発生的共産主義）」が挙げられているのに，ここで
は「小農民」や「手工業」者しか挙げられていない。両
者の間には『61－63年草稿』においてすでにこのよう
な齟齬が見られ，このことが「否定の否定」論や領有法
則転回論を巡る論争へと発展するのであるが，ここで
はこの問題には触れないことにする。
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上記の二つの引用文においてもマルクスの強調する
ところである。
すなわち，「本源的統一」の「回復」のためには「資
本が創造する物質的基礎」（［８］531頁）あるいは「物
質的生産諸力の一定の発展段階」（［９］389頁）が不
可欠であり，それは「社会的大量の生産手段」（同上）
および「労働の社会的形態」（同上）の形成によって
達成される，というのである。
ここでいう「社会的」なるものは，いずれも生産
の社会化（直感的には生産規模の拡大）によっても
たらされること，そして生産の社会化は「諸資本の
集中」によって促進されることを考慮するならば，
ここでも「本源的統一」の「回復」にあたって「諸
資本の集中」が極めて重要な役割を担っていること
が強調されていることになるであろう。このように，
「諸資本の集中」は生産の社会化傾向を一挙に押し進
めるが故に，「本源的統一」の「回復」の直前に位置
することになるのである。
それだけではない。マルクスは，資本主義的生産
様式においては，この「社会的大量の生産手段の所
有者」（同上）は少数の資本家であるので，「社会的
な力」と「私的な力との間の矛盾が，ますます激し
いものに発展して行って，この関係の解体を含むも
のになる」（［８］208頁）こと，言い換えれば，労働
者たちによる「社会的所有」（［９］389頁）に転化す
ることによって両者の「対立的な形態」（同上）が解
消するという見通しを明らかにしている。
すでに前稿で見たように，『61－63年草稿』では，
資本構成の高度化から相対的過剰人口の形成を導き
出すことに必ずしも成功している訳ではない。だが，
「労働者の絶対数を減少させるような」「生産力の発
展」は「人口の多数を無用なものにする」ので「革
命を引き起こすであろう」（以上［８］205頁）とい
う叙述には，革命の担い手が，相対的過剰人口を構
成する労働者階級であり，資本構成の高度化から何
としてもそれを導出したいという，マルクスの意図
が表われているといえよう。
以上から，次のような〝革命のシナリオ"の粗筋
が浮き彫りになってくるであろう。すなわち，「諸資
本の集中」によって生産の社会化が飛躍的に進展す
るので，いわば市場に占める組織の割合が一挙に増
大する。この社会的に拡大した組織の内部では計画
的な経営が行なわれるいるが，それを所有している
のは少数の資本家でしかない。したがって，両者の
間の「矛盾」が極限にまで高まるので，あとは労働
者階級が資本家から社会化した生産手段を奪い返せ
ば社会主義革命が達成される，これが『61－63年草
稿』におけるマルクスの〝革命のシナリオ"である。
このように，社会主義革命にとっては特に生産の
社会化が不可欠であり，「諸資本の集中」は生産の社
会化を飛躍的に高める役割を果たすという意味で，
〝革命のシナリオ"において極めて重要な役割を与え
られているのである。したがって，もし「諸資本の
集中」が何らかの要因によって阻害されるならば〝革
命のシナリオ"そのものが破綻を来すことになるで
あろう。
Ⅲ 「諸資本の分裂」とイノベーション
① 「諸資本の分裂」の発生メカニズム
ところで，「諸資本の集中」（＝「諸資本の集積」）
は一方的に進展するものではなく，絶えず「諸資本
の分裂」を伴うものとして描かれている。では，「諸
資本の分裂」とは何か，それはどのようなメカニズ
ムで発生するのであろうか。
すでに見たように，マルクスは，剰余価値の資本
への再転化を考察する際に，増大した資本の投資先
として，⑴資本によって包摂されていない生産部門，
⑵資本主義内部で新たに開拓される生産部門，⑶資
本主義内部の同一生産部門の３つを挙げていた。こ
れは，社会全体の資本を一つの資本とみなして，剰
余価値の投資先を分類したものである。だが，実際
には無数の資本がこうした投資を繰り返し行なうの
で，その過程を⑷として次のように描写している。
「⑷どの生産部面でも，このような資本形成は，
社会の表面のさまざまの地点で生じるものであ
る。互いに独立したさまざまな商品所持者または
貨幣所持者が，まず，この貨幣を労働能力との交
換によって資本に転化し，次いで，剰余価値をこ
れまた資本に再転化する，すなわち資本を蓄積す
るのである。だから，さまざまの資本が生じる，
言い換えれば，資本家と自立した資本との数が増
大する。蓄積は，資本の集積あるいは資本の吸引
に対立して，諸資本相互の反発として表われる。
この二つの相対立する形態が互いにどのように関
わるのかということ，このことはここで展開され
るべきことではなくて，諸資本の競争の考察で論
じられるべきことである。だが，次のことは明白
である。どのような資本蓄積も，一つの手の中へ
の生産手段の集積である。しかし同時に，多数の
諸資本の集積は，特殊な一過程としての諸資本の
分裂に対立している。」（［９］513～514頁）
ここでは，「さまざまな商品所持者または貨幣所持
者」が，自らの貨幣を資本に転化し，さらに剰余価
値を資本に再転化することによって，「資本家と自立
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した資本との数が増大する」というのであるから，
これは自然発生的な資本＝資本家数の増大に他なら
ない。こうして誕生した資本はやがて成長し，増大
した資本を上記のいずれかの生産部門に投資するよ
うになる。そして「どの生産部面でも，このような
資本形成は，社会の表面のさまざまの地点で生じる」
とすれば，生産部門は無限に多様化することになる
であろう。この一連の過程をマルクスは，「多数の諸
資本の集積」に対立する「諸資本の分裂」として，
または「資本の集積あるいは資本の吸引」に対立す
る「諸資本相互の反発」として位置付けているので
ある。
一方，既に前稿で引用したように，ノートXXIに
は次のような叙述が存在した。
「ある事業部門における資本のこの最小限は，こ
の部門が資本主義的に発展していればいるほど，
この部門で労働の生産性が，労働の社会的生産性
あるいは社会的労働の生産性が高度に発展してい
ればいるほど，それだけ大きい。資本は，それと
同じ規模でその価値量を増大させなければなら
ず，また社会的生産のための生産手段という規模
を受け入れなければならず，したがって一切の個
人的性格を脱ぎ捨てなければならない。まさに生
産性が，だからまた生産量が，人口の量が，そし
てこの生産様式を発展させる過剰人口の量が，遊
離した資本と労働をもって，絶えず新しい事業諸
部門を呼び起こすのである。これらの部門では，
資本は，再び小さな規模で活動することができる
のであって，再びさまざまな発展を通り抜けてい
るうちに，やがてこれらの新たな事業諸部門でも，
資本主義的生産の発展につれて，社会的な規模で
の活動が進められるようになり，またそれに応じ
て，資本が一つの手への大量の社会的生産手段の
集積として現われるようになる。この過程が絶え
ず続いていくのである。」（［９］387～388頁）
ここでは，⑴ある生産部門における必要最小資本
量は，資本主義が発展すればするほど，あるいは生
産力が上昇すればするほど増大するので，⑵当該生
産部門から資本と労働が遊離される。⑶遊離した資
本と労働は「絶えず新しい事業諸部門を呼び起こ
す」。⑷だが，やがてこの「新しい事業諸部門」にお
いても生産力が上昇するにつれて必要最小資本量が
増大するので，資本と労働が遊離される。⑸この遊
離した資本と労働は再び「新しい事業諸部門」を形
成するというように，この過程は「絶えず続いてい
く」というのである。
では，必要最小資本量が増大すると，なぜ資本と
労働が遊離されるのであろうか。この点について，
マルクスは別の箇所で次のように述べている。
「このようなことは競争の中で現われる。ここで
は新たな発明が一般に採用されるようになれば，
小さい資本にとっては利潤率が小さすぎて，その
部門をさらに経営してゆくことができなくなる。
要するに，必要な生産諸条件の量が非常に増大す
るので，最小限が巨額なものとなって現われ，こ
れは，比較的小さい諸資本をすべて将来はこの生
産部門から排除する。ただ，それぞれの生産部面
で機械的発明がなされたばかりのはじめのうちだ
けは，小さな諸資本もこれらの発明を利用するこ
とができる。」（［８］204頁）
要するに，ある生産部門において複数の資本が生
産力の上昇を巡る競争戦を展開すると，必要最小資
本量が次第に大きくなっていくが，当初はほとんど
の資本が必要最小資本量の増加に対応できるもの
の，やがてそれが巨額なものとなると，一部の資本
だけが生き残り，比較的小さな資本は当該生産部門
から排除されるようになる，というのである。
これで，先の引用文の不明な点が解明された。す
なわち，ある生産部門における複数の資本による生
産力上昇競争⇨必要最小資本量の増大⇨比較的小さ
な資本と労働の当該生産部門からの排除⇨新生産部
門の形成⇨新生産部門における必要最小資本量の増
大⇨新生産部門からの比較的小さな資本と労働の排
除⇨……，という過程の繰り返しであり，この過程
が無限に繰り返されるならば，絶えず新生産部門が
形成され，生産は無限に多様化することになるであ
ろう。
さらに，後に見るように，「遊離した資本と労働」
が「絶えず新しい事業諸部門を呼び起こす」ことを，
資本の「牽引過程」に対する「反発過程」として明
確に位置付けている（以上［９］587頁）ことを考慮
するならば，「諸資本の分裂」＝「反発過程」は，ここ
でも新生産部門の形成による生産の多様化によって
発生すると考えられていることは明らかである。
以上が「諸資本の分裂」の発生メカニズムに関す
るマルクスの説明である。二つのメカニズムの関連
は必ずしも明らかではないが，新たに誕生した資本
が未包摂部門・新生産部門・同一生産部門のうちの
どの部門に投資されても，やがて必要最小資本量の
増大という問題に直面することになるので，両者は
連続的な関係にあると考えることもできよう。それ
はともかく，新たに誕生した資本であれ，既存の生
産部門から排除された小資本であれ，いずれにして
も生産部門を多様化していくことが「諸資本の分裂」
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と捉えられていることは明らかである。いいかえれ
ば，「諸資本の分裂」とは，単なる資本＝資本家の数
の増加ではなく，生産部門の多様化を伴った資本＝
資本家の数の増加であると考えられているのであ
る。
ところで，本稿冒頭章「?生産の多様化とイノベー
ション」では，プロセス・イノベーションによって
もプロダクト・イノベーションによっても生産の多
様化が生じること，そして「新たな生産諸部門の創
造と商品種類の多様化」という表現にはプロダクト
イノベーションに基づく生産の多様化という意味が
込められていることを明らかにした。「諸資本の分
裂」が，生産の多様化を伴う資本＝資本家数の増加
であるとすれば，冒頭章のこれらの結論はここにも
当てはまるであろう。すなわち，プロセスにせよプ
ロダクトにせよ，イノベーションに基づく生産の多
様化は「諸資本の分裂」を引き起こすが，とりわけ
「新たなもろもろの使用価値を生産」する，または「絶
えず新しい事業諸部門を呼び起こす」という表現に
は，プロダクト・イノベーションに基づく生産の多
様化が「諸資本の分裂」に帰結するという意味が込
められている，ということができるであろう。
② 「諸資本の分裂」と〝革命のシナリオ"
ところで，「諸資本の集中」と「諸資本の分裂」は
どのような関係にあるのであろうか。これまで引用
した文章の中に両者の関係を表わす文言がすでに含
まれていたので，ここでは当該箇所だけを再度引用
して確認することにしたい。
「蓄積は，資本の集積あるいは資本の吸引に対立
して，諸資本の反発として表われる。この二つの
相対立する形態が……」（［９］513～514頁）
「多数の諸資本の集積は，特殊な一過程としての
諸資本の分裂に対立している。」（［９］514頁）
「発展した諸部面におけるこの牽引過程には，新
たに形成されつつある事業等々での反発過程が並
行的に進行するのではあるが。」（［９］587頁）
これらの引用文において，「諸資本の集中」と「諸
資本の分裂」は，諸資本の「吸引」に対する「反発」，
あるいは「牽引過程」に対する「反発過程」という
ように，「相対立」する関係にあることが明記されて
いる。とすれば，両者の果たす諸機能も，それぞれ
対立的な関係にあることが予想できよう。
「諸資本の集中」は，生産の社会化，資本構成の高
度化，相対的過剰人口の形成，一般的利潤率の低下
など，資本蓄積の進展に伴って生じる諸傾向を一気
に加速する役割を担っていることが，体系的な展開
は見られないものの，概略的には記されていた。「諸
資本の分裂」が「諸資本の集中」と対立関係にある
とすれば，「諸資本の分裂」はこれらの諸傾向にどの
ような影響を与えることになるのであろうか。
⑴ 生産の社会化
生産の社会化とは，生産力の上昇に伴って必要最
小資本が増大し，生産の規模が社会的に拡大するこ
とであった。必要最小資本は，当初は個別資本によ
る資本の蓄積＝「集積」によって徐々に増大するが，
やがて「諸資本の集中」が生じると一挙に増大して，
生産の規模は著しく拡大することになる。こうして
市場に占める組織の割合が飛躍的に高まると共に，
少数の資本家による巨大な生産手段の支配が確立す
る。
一方，「諸資本の分裂」とは，生産部門の多様化を
伴う資本＝資本家数の増加であった。とすれば，「諸
資本の分裂」は「諸資本の集中」がもたらす生産の
社会化傾向の進展を妨げることになるであろう。な
ぜならば，「諸資本の集中」は少数の資本家による巨
大な生産手段の支配をもたらすのに対して，「諸資本
の分裂」は資本家数の増大と生産部門の多様化を通
じて，市場に占める組織そのものの分裂を引き起こ
すからである。
⑵ 相対的過剰人口の形成
すでに見たように，『61－63年草稿』では資本構成
の累進的高度化として，後の「資本主義的蓄積の一
般的法則」の原型が示されていた。さらに，「諸資本
の集中」によって資本構成の高度化が促進されるこ
とも示唆されていた。このことは，未だ体系的な展
開は見られないが，「諸資本の集中」によって，相対
的過剰人口の累進的生産が加速されることを意味し
ているといえよう。
ところで，「諸資本の分裂」とは，新たに誕生した
資本と，既存の生産部門から排除された資本が，次々
と新たな生産諸部門を立ち上げて，生産の多様化が
無限に進展することであった。とすれば，「諸資本の
分裂」はまた新たな雇用をも無限に創出することを
意味するであろう。というのは，新たな生産部門が
形成されるためには，そこに投資される資本のみな
らず労働力もまた不可欠の生産要素として存在しな
ければならないからである。この点は次に見るよう
に，マルクス自身が新たな生産部門の形成について
言及する際に何度も強調するとことである。
「資本は新たな生産諸部面を形成する。すなわ
ち，新たなもろもろの使用価値を生産して，新た
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な労働諸部門に仕事を与える。」（［９］513頁）
「資本の生産は……自然のあらゆる側面を資本
の生産に従属させつつ，労働諸部門の限りない多
様化を，すなわち，生産の内容の限りない多面化
を目指すのである。」（［９］244頁）
「生産諸部門の多様性は―?それゆえ労働の多
種多様化は―?資本の蓄積につれて増大する。」
（［９］560頁）
このようにマルクスは，生産諸部門の多様化につ
いて言及する際に，しばしばそれを労働諸部門の多
様化と言い換えており，このことは，生産諸部門の
増加は労働諸部門の増加，すなわち労働者にとって
の雇用機会の増大でもあると考えていることを意味
する。したがって，「諸資本の分裂」は相対的過剰人
口の累進的生産を阻害することになるであろう。
⑶ 一般的利潤率の低下
「諸資本の分裂」について述べる際にマルクスは，
比較的小さい資本が既存の生産部門から排除される
理由の一つとして，「新たな発明が一般に採用される
ようになれば，小さい資本にとっては利潤率が小さ
すぎて，その部門をさらに経営してゆくことができ
なくなる」（［８］204頁）点を挙げていた。とすれば，
小資本によって絶えず立ち上げられる「新しい事業
諸部門」の利潤率は，少なくとも小資本にとっては
既存の生産部門よりは高いはずである。したがって，
「諸資本の分裂」による「新しい事業諸部門」の形成
は，全生産部門の平均利潤率である一般的利潤率の
低下傾向に歯止めをかけることになるであろう。
以上，「諸資本の分裂」は，生産の社会化，相対的
過剰人口の形成，一般的利潤率の低下傾向のいずれ
の進行をも妨げる役割を担っていることを明らかに
した。これらの諸傾向は「諸資本の集中」によって
加速されて，〝革命のシナリオ"の不可欠の構成要素
となるものであった。とりわけ，生産の社会化は市
場に占める組織の割合を急激に高めることによって
社会主義経済の基盤を形成し，相対的過剰人口の累
進的生産は革命の担い手を形成すると考えられてい
るのである。したがって，「諸資本の分裂」が，これ
らの諸傾向の進展を阻害するとすれば，〝革命のシナ
リオ"そのものが根底から崩壊してしまうことを意
味するであろう。換言すれば，イノベーションとり
わけプロダクト・イノベーションによる新生産部門
の絶えざる形成は，「諸資本の分裂」として作用する
ことによって資本主義的生産様式を延命する役割を
担っているのである。
Ⅳ 「諸資本の競争」とイノベーション
① 「諸資本の集中」と「諸資本の分裂」の関連
では，対立的関係にある「諸資本の集中」と「諸
資本の分裂」の，どちらが優勢であると考えられて
いるのであろうか。というのは，それによって資本
主義の運命が決まるからである。この草稿では，両
者の関連については断片的に言及されているにすぎ
ないが，既に一部または全文を引用した次の二つの
文章から推測することができる。
「……資本の集積??(および競争）によって。これ
は，もろもろの小資本を打ち殺してそれらを大資
本にまとめあげる。ただし，発展した諸部面にお
けるこの牽引過程には，新たに形成されつつある
事業等々での反発過程が並行的に進行するのでは
あるが。もし，この後者のことが無かったならば，
ブルジョア的生産は，きわめて単純かつ迅速に，
その破局の間際に到達していたはずである。」
（［９］587頁）
「そして，もしわれわれがこの事実から資本主義
的生産の基礎の上でそれを特徴づけている対立的
な性格を取り去ってしまうならば，いったい何を
この事実は，この集中の進展は，表わしているだ
ろうか。それは次のこと以外の何ものでもない。
すなわち，生産がその個人的性格を失って社会的
過程になるということ……」（［８］579頁）
さらにノートXV「５）剰余価値に関する諸学
説」にも同様の叙述が存在する。
「この［諸資本の集中］過程は，もしそれを無効
にする，ここでは展開されえない諸傾向―?この
展開は諸資本の競争に関する章に属する―?が求
心力と並んで絶えず再び分散的に作用しないなら
ば，やがては資本主義的生産を崩壊させるであろ
う。」（［７］397頁）
要するに，「諸資本の分裂」が「無かったならば」，
あるいはそれを「取り去ってしまうなら」，「諸資本
の集中」が一方的に作用することによって，〝革命の
シナリオ"は容易に実現できるのだが，実際には「諸
資本の集中」を「無効にする」「諸資本の分裂」が「並
行的に進行」し，取り去ることができないので，〝革
命のシナリオ"の実現は容易ではない，困難だとい
うのである。したがって，マルクスは『61－63年草
稿』では「諸資本の集中」が一方的に進展するので
３)ここでは「資本の集積」が，明らかに「諸資本の集中」
の意味で使用されている。このように『61－63年草稿』
では，用語の混同が見られる。
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はなく，「諸資本の集中」と「諸資本の分裂」の力が
相拮抗しているとみなしていることになるであろ
う。
では，なぜ，これ程までに「諸資本の分裂」の対
抗力を強調しなければならないのであろうか。それ
は，少なくとも『61－63年草稿』の当該箇所におい
ては，資本主義的生産様式を生産力の上昇と生産の
多様化を伴うものとして，換言すれば，生産力を上
昇させるのみならず，使用価値の種類を増やしなが
ら発展してゆく生産様式であると特徴づけているか
らに他ならない。
例えば，ノートXX「３相対的剰余価値」で，「資
本の生産は，一面では，生産力の発展と増強を目指
すとともに，他面では，自然のあらゆる側面を資本
の生産に従属させつつ，労働諸部門の限りない多様
化を，すなわち，生産の内容の限りない多面化を目
指すのである。」（［９］244頁）と述べているように，
マルクスは資本主義的生産様式を，「生産力の発展と
増強」だけが一方的に進展するのではなく，同時に
「労働諸部門の限りない多様化」あるいは「生産の内
容の限りない多面化」を伴いつつ発展するものとし
て明確に特徴付けているのである。
② 経済学批判体系における位置付け
ではマルクスは，「諸資本の集中」と「諸資本の分
裂」に関するこのような叙述を，経済学批判体系の
どこで展開する構想を持っているのであろうか。こ
の点については，すでに引用した文章の中で次のよ
うに指摘していた。
「この二つの相対立する形態がどのように関わ
るのかということ，このことはここで展開される
べきことではなくて，諸資本の競争の考察で論じ
られるべきことである。」（［９］514頁）
「―?この展開は諸資本の競争に関する章に属
する―?」（［７］397頁）
「こうしたことの全てが，本来は，ここで論じる
べきことではない。」（［９］395頁）
すでに見たように，『要綱』の中に記されているプ
ランによれば，「資本」は「?一般性」，「?特殊性」，
「?個別性」に分かれ，さらに「?特殊性」は「⑴諸
資本の蓄積」，「⑵諸資本の競争」，「⑶諸資本の集積」
に分かれていた。このうち『資本論』の対象範囲は，
原則的には「資本一般」に当る「?一般性」である
と考えられ，「⑴諸資本の蓄積」，「⑵諸資本の競争」，
「⑶諸資本の集積」は「一般性」とは異なる「?特殊
性」の項目のもとで論じられる予定であった。上記
の引用文における「諸資本の競争」とは，『要綱』の
このプランに起因するものと思われる。
だが，『61－63年草稿』では，資本蓄積論に関する
まとまった草稿が初めて出現するなど，本来「諸資
本の蓄積」で展開されるべき諸問題の考察に精力的
に取り組んでいた。にもかかわらず，「諸資本の集中」
と「諸資本の分裂」の関連は「諸資本の競争で論じ
られるべきことである」という留保文言が付されて
いるということは，当初『要綱』段階では「資本一
般」から排除されていた資本蓄積論が，『61－63年草
稿』では「資本一般」と「諸資本の競争」の両極に
分けて論じられることになったといえよう。
ところで，複数の諸資本や複数の生産部門の関連
についての考察であるならば，それは何も資本蓄積
論だけではない。特別剰余価値論や再生産表式論，
それに生産価格論もそうであり，それらは，いずれ
も『61－63年草稿』で多くの紙幅を割いて論じられ
ている。では，これらの諸問題と「諸資本の集中」
および「諸資本の分裂」の問題の取り扱いはなぜ異
なるのであろうか。換言すれば，同じ複数の諸資本
の関連を考察しているにも関わらず，なぜ一方は
『61－63年草稿』において精力的に考察され，他方は
「諸資本の競争」の考察に委ねられているのであろう
か。次の二つの引用文は，この問いに対する回答を
明確に与えている。
「｛旧資本も剰余資本も，どちらも異なった現物
形態で再生産されることができる。これは，二つ
の形態で可能である。第１に，資本（旧資本また
は剰余資本，原資本または追加資本）が，それが
もともと一構成部分となっている同一の生産物の
姿態で再生産されるのではなくて，すでに以前に
生産が行なわれた他のある生産物の姿態で再生産
される。これは，ある生産部面から他の生産部面
への資本の転出（それの移転）であって，旧資本
がさまざまの生産部面の間で異なった仕方で配分
されるだけである場合もそうであるし，追加資本，
剰余資本が，それが生まれた生産部面で投下され
るのではなくて，すでに前から存在しているある
生産部面に投下される場合もそうである。これは，
資本の一つの変態，しかもきわめて重要な変態で
もある。というのは，異なった生産諸部面の諸資
本の競争が，したがって一般的利潤率の形成が，
この変態に基づいているのだからである。」（［９］
557頁）
「第２に，旧資本または追加資本が新たな生産部
門に投下される。それには，新たな原料か，ある
いは旧来の原料の新たに発見された使用価値が必
要である。たとえば鉄道。これには石炭，鉄，木
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材，等々以外の新たな材料は必要ではない。これ
に対してゴム［の場合には，新たな原料が必要で
ある］。電信の場合にも，旧来の原料が新たな仕方
で充用されるだけである。この後者の場合には，
主要な変容は，労働様式におけるものだけである。
労働が生産的であればあるほど，労働諸部門を
増加させることが，それだけ可能となるのであり，
旧来の生産でそれと同一のまたは拡大された規模
での再生産にとって過剰となった労働を新たな仕
方で使用することが，それだけ可能となるので
あって，旧来の原料の新たな利用による場合もそ
うであり，新たな原料の発見によるか，あるいは
発見された新たな原料の貿易の拡大による場合も
そうである。生産部門の多様性は―?それゆえ労
働の多種多様化は―?，資本の蓄積につれて増大
する。｝」（［９］560頁）
ここでは，原資本と追加資本からなる資本が，同
一の生産部門ではなく，他の生産部門に投資される
場合を考察しているのであるが，その投資先の生産
部門を次の二つに明確に分けて考察している。
一つは，すでに以前から存在している他の生産部
門への投資である。すなわち，原資本が「さまざま
の生産部面の間で異なった仕方で配分される」場合
も，追加資本が「すでに前から存在しているある生
産部面に投下される場合」も，資本は「すでに以前
に生産が行なわれた他のある生産物の姿態で再生産
される」というのであるから，いずれの場合も，「す
でに前から存在しているある生産部面」への投資で
あることに変わりがない。その具体例として「一般
的利潤率の形成」を挙げているが，それは，一般的
利潤率が，既存の複数の生産諸部門間で資本が移出
入を繰り返すことによって形成される概念だからで
ある。
もう一つは，これまでに存在しない全く新しい生
産部門への開拓投資である。そのためには，既存の
生産部門における労働生産性の上昇によって過剰と
なった労働力と，新たな原料または既存の原料の新
たな使用価値の発見が不可欠であるが，これらを原
資本および追加資本に結び付けるならば新生産部門
が形成されるので，「生産部門の多様性は……，資本
の蓄積につれて増大する」というのである。
このように，同じ複数の生産諸部門分析でも，既
に存在している複数の生産諸部門を対象にする場合
と，新たに次々と形成される複数の生産諸部門を対
象にする場合とを明確に分けて考察しているのであ
る。
では，剰余価値論，特別剰余価値論，資本蓄積論
に加えて，再生産表式論や生産価格論を組み入れた
後の「資本一般」には，理論的な一貫性が存在する
のであろうか。
先ず，剰余価値論および資本蓄積論は社会全体の
資本を１生産部門として捉えたものであり，新生産
部門の形成は含まれていない。続く特別剰余価値論
も同一生産部門内における生産力を廻る諸資本の競
争であり，新生産部門の形成とは無関係である。さ
らに再生産表式論では生活手段生産部門と生産手段
生産部門の２部門に分けられ，生産価格論では資本
構成の異なる３～５つの生産部門に分けられいる
が，いずれも社会全体の資本を２部門から５部門に
分割して考察しているにすぎない。したがって，剰
余価値論，特別剰余価値論，資本蓄積論，再生産表
式論，生産価格論は，社会全体の資本を１部門とし
て考察するか，２部門あるいは多部門として考察す
るかの相違はあるものの，いずれも新生産部門の形
成を含んでいないという点では一致しているのであ
る。
以上から『61－63年草稿』においてマルクスは，
「資本一般」の概念を大幅に修正して，多部門分析の
うち，新生産部門の形成を含まないものを「資本一
般」に組み入れ，含んでいるものを「諸資本の競争」
の考察へ疎外したと考えることができるであろ
う??。イノベーション，とりわけプロダクト・イノ
ベーションに基づく生産の多様化が「諸資本の競争」
で取り扱われているのは，それが新たな生産部門の
形成を伴うからであり，それ故にまた「諸資本の集
中」に対する「諸資本の分裂」として位置付けられ
ているからである。
結びにかえて
本稿の課題は，『61－63年草稿』にはプロダクト・
イノベーションに関する叙述が存在するか否か，存
在するとすれば，それは理論的にどのような役割を
担い，また経済学批判体系においてどのような位置
付けを与えられているかを考察することであった。
各章の主な内容を要約すれば次のようになる。
第?章では，『61－63年草稿』には生産の多様化に
関する叙述が多数存在し，プロセスおよびプロダク
ト・イノベーションによって生産の多様化が生じる
こと，そして，とりわけ後者が強調されていること
を明らかにした。
４)このような構想は多部門分析そのものが両極分解する
理由を示しており，従来の両極分解説をさらに補強す
ることになるであろう。
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第?章では，『61－63年草稿』において〝革命のシ
ナリオ"の基本的枠組みが提示されており，その実
現過程で「諸資本の集中」が極めて重要な役割を与
えられていることを指摘した。
第?章では，「諸資本の集中」を妨げる要因として
位置付けられている「諸資本の分裂」は，イノベー
ションに基づく生産の多様化によって生じること，
したがって「諸資本の分裂」は「諸資本の集中」を
阻害することを媒介にして〝革命のシナリオ"の実
現を困難にすると考えられていることを示した。
第?章では，以上の考察は，「資本一般」において
ではなく，「諸資本の競争」で取り扱われる予定であ
ることを明らかにした。
ところで前稿では，『61－63年草稿』に即して資本
蓄積論の成立過程を考察し，プロセス・イノベーショ
ンに傾斜した剰余価値論の出現に対応して，資本蓄
積論もプロセス・イノベーションに著しく傾斜する
形で形成されたことを論証した。そこでは，生産力
の上昇に伴って増加する必要最小資本は剰余価値の
資本への再転化，すなわち「資本の蓄積」によって
供給されること，さらに，「協業・分業・機械」論と
して展開されている資本主義的生産方法の発展論
と，資本構成の累進的な高度化として展開されてい
る原型「資本主義的蓄積の一般的法則」とが表裏一
体の関係にあることを明らかにした。
生産力の上昇に伴う必要最小資本量の増加や，資
本主義的生産方法の発展が生産の社会化を意味し，
体系的な展開は未だ見られないものの，資本構成の
累進的な高度化は相対的過剰人口の累進的形成を意
図していることを勘案するならば，〝革命のシナリ
オ"の基本構想は「資本一般」において与えられて
いるといえるであろう。要するに，〝革命のシナリオ"
の基本構想は「資本一般」においてプロセス・イノ
ベーションに著しく傾斜することによって初めて導
き出すことが可能となったのである。
「資本の蓄積」によって生じるこれらの諸傾向を一
気に加速する役割を担うのが「諸資本の集中」であ
る。すなわち，「諸資本の集中」は生産の社会化を一
気に進展させるために，市場に占める組織の割合が
急激に拡大するとともに，それを所有する少数の資
本家との間に生じる「矛盾」が高まることになる。
さらに資本構成の高度化も一層加速されるならば，
革命の担い手も急速に増大するであろう。とすれば，
後は労働者階級が一握りの資本家から，社会化した
生産手段を奪い返せばよい，これが『61－63年草稿』
における〝革命のシナリオ"の粗筋であった。
だが，「諸資本の競争」の世界では，他方でイノベー
ション，とりわけプロダクト・イノベーションに基
づく生産の多様化が発生し，それは「諸資本の分裂」
を引き起こすことによって「諸資本の集中」を妨げ
る作用を及ぼす。すなわち，「諸資本の分裂」は市場
に占める組織の割合が拡大することを阻害するばか
りでなく，新生産部門の形成を通じて新たな雇用を
生み出すことによって革命の担い手を減少させる。
さらには，「諸資本の集中」によって減少するはずの
資本家の数そのものが増加することになる。した
がって，『61－63年草稿』では，「諸資本の分裂」に
よって〝革命のシナリオ"の実現が困難になるばか
りでなく，イノベーションが継続的に発生する限り
資本主義が持続的に発展する可能性があることをマ
ルクス自身が示唆していることにもなるであろう。
以上の内容を踏まえて，マルクスの技術認識を中
心に「資本一般」と「諸資本の競争」の世界を敢え
て大胆に整理するならば次のようになるであろう。
では，プロセス・イノベーションに著しく傾斜す
ることによって〝革命のシナリオ"の基本構想を導
出することができた「資本一般」の世界と，現実の
資本主義の発展過程に対応すべく，プロセスのみな
らずプロダクト・イノベーションをも積極的に導入
することによって資本主義の持続可能性をも示唆し
ている「諸資本の競争」の世界を，『資本論』におい
てどのように統一して資本主義の「最期を告げる鐘」
（［13］③438頁）を鳴らそうとするのであろうか。
稿を改めて考察することにしたい。
?資本一般> ?諸資本の競争>
資本主義的生産様式の抽象的本質分析
生産力の上昇
プロセス・イノベーション
革命のシナリオの基本構想
資本主義の崩壊の可能性
資本主義的生産様式の具体的発展過程の
分析
生産力の上昇と生産の多様化
プロセス・イノベーションと
プロダクト・イノベーション
革命のシナリオの実現過程
資本主義の持続可能性
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mie, (Manuskript 1861/63), Teil 3, MEGA.,
2te Abt.,Bd.3,Berlin,1978.資本論草稿集翻
訳委員会訳『マルクス資本論草稿集⑥』大月書
店。
［７］Marx,K.,Zur Kritik der Politischen Ökono-
mie, (Manuskript 1861/63), Teil 4, MEGA.,
2te Abt.,Bd.3,Berlin,1979.資本論草稿集翻
訳委員会訳『マルクス資本論草稿集⑦』大月書
店。
［８］Marx,K.,Zur Kritik der Politischen Ökono-
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